
 

 

 

 

 

鳥取県地域防災計画  

 

 

 

 

 

 

 

令和６年度修正（案） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

鳥取県防災会議 

 

 



 

 

別表「配備動員表」 

種 

別 

本部等の設置体制 配備の基準（時期） 配備 

要員 

主な対応 

 本部 支部 風水害 地震・津波 大規模事故等 

注 

意 

体 

制 

 

 

 

 

－ 

 

 

－ 

 

 

１ 次の気象注意報の１以上が発表され

たとき。 

(１) 大雨注意報  (２) 高潮注意報 

(３) 洪水注意報  (４) 大雪注意報 

(５) 雷注意報（ただし、竜巻に係る気

象情報とセットの場合） 

２ 気象警報（警戒体制（１）となる気

象警報を除く。）が発表されたとき。 

３ 次の水防警報のいずれかが発表され

たとき。 

(１) 待機  (２) 準備 

県内で「震度３」

の地震が発生し

た場合 

 

 

－ 

 

 

 

関係課

（室）に

おいて

あらか

じめ定

められ

た職員 

 

関係各課（室）

においては、気

象情報等につい

ての収集連絡を

行うとともに、

その他必要な措

置を講ずるもの

とする。 

警
戒
体
制(

１)
 

 

－ － １ 次の気象警報の１以上が発表された

とき。 

(１) 大雨警報  (２) 洪水警報 

(３) 高潮警報  (４) 大雪警報 

(５) 暴風警報（ただし、陸上での最大

風速が25m/s以上となることが予想さ

れるとき） 

(６) 暴風雪警報（ただし、陸上での最

大風速が25m/s以上となることが予想

されるとき） 

２ 次の指定河川洪水予報のいずれかが

発表されたとき。 

(１) 洪水注意報  (２) 洪水警報 

３ 次の水防警報のいずれかが発表され

たとき。 

(１) 出動  (２) 指示 

４ その他危機管理部長が必要と認めた

とき。 

県内で「震度４」

の地震が発生し

た場合 

－ 関係課

（室）に

おいて

あらか

じめ定

められ

た職員 

１ 関係各部

（局）におい

ては、防災活

動に従事する

とともに、適

宜部長会議等

を開き情報連

絡を行い対策

を協議するも

のとする。 

２ 関係各部

（局）におい

ては、非常体

制配備等に対

する準備を行

うものとす

る。 

３ 総合事務所

（東部圏域に

おいては東部

地域振興事務

所振興監）に

おいては、災

害が発生し、

または発生す

るおそれのあ

る市町村に情

報連絡員を派

遣するものと

する。（警戒

体制（２）の

場合） 

警
戒
体
制(

２)
 

 

鳥取県災害警

戒本部 

【事務局】 

危機管理政策

課、危機対策・

情報課、原子力

安全対策課及

び消防防災課

の職員及び危

機管理部長が

そのつど必要

と認める応援

職員 

－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 次の気象情報の１以上が発表された

とき。 

(１) 土砂災害警戒情報 

(２) 記録的短時間大雨情報 

(３) 顕著な大雨に関する情報 

(４) 顕著な大雪に関する情報 

２ 次のいずれかに該当し、危機管理部

長が必要と認めたとき。 

(１) 台風の暴風域が本県を通過するこ

とが見込まれるとき。 

(２) 指定河川洪水予報「洪水警報」が

発表されたとき。 

(３) その他災害が発生し、または発生

するおそれのあるとき。 

１ 県内で「震度

５弱」の地震が

発生した場合 

２ 津波注意報の

発表（気象庁ま

たは大阪管区

気象台） 

大規模事故

が発生し、

又は発生す

るおそれの

ある場合

で、危機管

理部長が必

要と認めた

とき 

関係課

（室）に

おいて

あらか

じめ定

められ

た職員 

 

 

非
常
体
制(

１)
 

 
鳥取県災害対

策本部 

【事務局】 

危機管理政策

課、危機対策・

情報課、原子力

安全対策課及

び消防防災課

の職員及び別

途危機管理部

長が指名する

応援職員 

 

 

 

鳥取県災

害対策本

部地方支

部※ 

 

【事務局】 

地方支部

運営マニ

ュアルで

あらかじ

め定めら

れた職員 

 

１ 特別警報が発表されたとき。 

２ 知事が必要と認めたとき。 

１ 県内で「震度

５強～６弱」の

地震が発生し

た場合 

２ 大津波警報又

は津波警報の

発表（気象庁ま

たは大阪管区

気象台） 

１ 大規模

な火事、

爆発その

他重大な

人為的災

害が発生

し、知事

が必要と

認めたと

き。 

２ その他

非常災害

が発生

し、また

は発生す

るおそれ

のある場

合で、知

事が必要

と認めた

とき。 

関係課

（室）に

おいて

あらか

じめ定

められ

た職員 

 

各部（局）は防

災活動に従事す

るものとし、直

接関係のない部

課の職員にあっ

ては、部長の指

示にしたがい、

いつでも防災活

動に従事できる

よう待機するも

のとする。 
非
常
体
制(

２)
 

県下およそ全域にわたる風水害が発生

し、知事が必要と認めたとき。 

１ 県内で「震度

６強」以上の地

震が発生した

場合 

２ 県下およそ全

域にわたる大

規模な地震災

害が発生し、知

事が必要と認

めたとき。 

全職員 県関係の全職員

をもって防災活

動に従事するも

のとする。  

（備考）１ 上掲の基準は、県の地方機関における配備基準にも適用する。 
    ２ 県警察本部の配備体制は、県警察本部長の定めるところによる。 
        ３ 県水防本部の配備体制は、「水防計画」の定めるところによる。 

４ 原子力災害にかかる配備体制は「原子力災害対策編」の定めるところによる。 
    ５ 平均風速とは、10 分間平均風速を指す。 
    ６ 「大津波警報」「緊急地震速報（震度６弱以上又は長周期地震動階級４）」も特別警報に位置付けられている。 
  ※ 地方支部にあっては所管区域に限る 


